
○普通財産貸付事務取扱要領 

平成２６年３月１４日 

要領第２号 

（趣旨） 

第１条　この要領は、財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例（平成８年条例第１４

号）及び玉村町財務規則（平成１２年規則第７号。以下「規則」という。）の規定に基

づき、普通財産の土地及び建物の貸付事務の処理を適正かつ円滑に行うため、必要な事

項を定めるものとする。 

（貸付けの原則） 

第２条　普通財産を貸し付ける場合は、当該普通財産の将来の利用計画及び売却の可能性

を勘案の上、貸付けの適否を判断し、やむを得ない事情のある場合にのみ貸し付けるも

のとする。 

（貸付料の算定基準） 

第３条　貸付料の額は、別表に定めるところにより算定するものとする。この場合におい

て、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）及び地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

の規定により消費税及び地方消費税が課されるものにあっては、算出された額に消費税

及び地方消費税に相当する額を加算した額とする。 

（貸付料の特例） 

第４条　前条の規定による貸付料の額が近傍同種の借地料及び借家料と比較して著しく不

均衡である場合においては、町長は、当該事情を勘案し、貸付料の額を別に定めること

ができる。 

（貸付期間） 

第５条　普通財産の貸付けの期間は、規則第２２２条に規定する貸付期間によるものとす

る。 

２　規則第２２２条の規定に基づく貸付期間の終期は、その期間を超えない範囲で会計年

度の終期に合わせるものとする。ただし、申請者の貸付希望期間がその会計年度の終期

前に終了するとき、更新が予想されない臨時的な使用であるときその他特に理由がある

と認められるときは、この限りでない。 

（貸付けの手続） 



第６条　普通財産の貸付けの手続は、規則第２２５条の規定によるものとする。 

（契約書関係） 

第７条　普通財産の貸付けをしようとする場合の契約書は、次に掲げる様式に準拠して作

成するものとする。 

(1)　土地を貸し付ける場合　普通財産賃貸借契約書（様式第１号） 

(2)　電柱、電話柱等設置の場合　普通財産賃貸借契約書（様式第２号） 

(3)　建物を貸し付ける場合　普通財産賃貸借契約書（様式第３号） 

(4)　無償貸付けの場合　普通財産使用貸借契約書（様式第４号） 

（工作物等設置の手続） 

第８条　借受者が貸付財産に工作物等の設置をしようとするときは、契約書の定めに従い、

あらかじめ借受者に工作物等設置承認申請書（様式第５号）を提出させ、その内容を調

査の上、町長の決裁を受けなければならない。 

２　工作物等設置を承認する決裁を受けたときは、工作物等設置承認書（様式第６号）を

借受人に交付するものとする。 

（現状変更の手続） 

第９条　借受者が貸付財産の現状変更をしようとするときは、契約書の定めに従い、あら

かじめ借受者に普通財産現状変更承認申請書（様式第７号）を提出させ、その内容を調

査の上、町長の決裁を受けなければならない。 

２　現状変更を承認する決裁を受けたときは、普通財産現状変更承認書（様式第８号）を

借受人に交付するものとする。 

（財産の返還） 

第１０条　貸付財産は、貸付期間の満了日（使用許可を取り消した場合にあっては、指定

する期日）までに、借受者の負担により原状に回復させた上、返還させなければならな

い。ただし、特別な理由がある場合は、この限りでない。 

２　貸付財産の返還を受けようとするときは、借受者に普通財産返還届出書（様式第９号）

を提出させ、借受者と実地に立会いの上、貸付財産に異状がないことを確認して、引渡

しを受けなければならない。 

（特別処置） 



第１１条　特別の事情により、この要領によることが適当でないと認められる場合は、そ

の理由を付した案により町長の決裁を受け、この要領によらないで貸し付けることがで

きる。 

附　則 

（施行期日） 

１　この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２　この要領の施行の日の前日までになされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの

要領の相当規定によりなされたものとみなす。 

附　則（令和３年３月３１日要領第１号） 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

別表（第３条関係） 

備考 

１　貸付料が月額で定められている場合において、使用の期間が１月未満のとき、又

は使用の期間に１月未満の端数が生じたときは、日割りによって計算する。 

 
種類 使用区分 貸付料（年額）

 
１　土地 (1)　電気通信事業法施行令（昭和６０

年政令第７５号）別表第１の２の表

に掲げるものを設置し、電気事業、

電気通信事業等の用に供するものと

して使用する場合

同表の種類及び単位区分に応じ宅地に

ついて定める額

 
(2)　前号に掲げるもの以外で玉村町

道路占用料徴収条例（平成７年条例

第２１号）別表に掲げるものを設置

する場合

同表に掲げる額

 
(3)　前２号に掲げるもの以外の用途

で使用する場合

使用の態様を勘案して町長が定める額

 
２　建物 使用の態様を勘案して町長が定める額



２　貸付料が年額で定められている場合において、使用の期間が１年未満のとき、又

は使用の期間に１年未満の端数が生じたときは、月割りによって計算する。この場

合において、１月未満の端数が生じたときは、日割りによって計算する。 

３　この表により算定した額に、１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨

てる。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 




